
農商工労働常任委員会  議事次第  

 

 

令和８年８月 19日（水） 

午 後 １ 時 3 0 分 ～  

於 ： 第 ７ 委 員 会 室  

 

 

 

１  開   会  

 

 

 

２  所管事項の調査  

 

「オ ー プ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン に よ る 水 産 業 の 持 続 的 発 展 に つ い て 」 

  参考人：合同会社シーベジタブル  

       共同代表  友廣  裕一  氏  

      生産管理部  マネージャー  芝山  岳  氏  

 

 

３  そ  の  他  

 

 

 

４  閉   会  
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海洋データと地域資源による
新たな成長戦略

～持続可能な京都の海の活用プラン～

農林水産部

海洋データと地域資源による
新たな成長戦略



◎背景
・京都府海域の漁獲量減少
・海水温上昇など海洋環境の変化
・漁業者の高齢化と担い手不足
・漁村の人口減少

◎目指す将来像
・持続可能な水産資源の利用
・スマート水産業による生産性向上
・海洋データの活用による技術革新
・産業・観光・教育などの多様な分野との連携による
地域活性化

３つの基本方針を定めて目指す将来像を実現する取組を設定
５か年の計画（ 2026年度～2030年度）

～持続可能な京都の海の活用プランの策定～



基本方針①

取組の方向性

・海水温の上昇など環境変化に対応しながら、水産資源を持続的に利用できる
技術の開発

・漁業者が将来にわたって安定した収入を確保できる資源管理を推進

・藻場の再生やブルーシーフードの取組を通じて、豊かな海を次世代へ継承

主な取組

・スマート機器や海洋データを活用した操業支援技術の導入

・ＡＩやＩＣＴを活用した漁場予測や適切な資源管理の実施

・藻場保全活動や藻場造成による海洋環境の改善

・ブルーシーフードの普及による持続可能な水産物の利用促進

◎海洋環境の変化に対応した資源保護と海洋環境保全

流況情報の提供



取組の方向性

・海洋データやスマート技術を活用し、効率的で収益性の高い水産業を実現

・研究開発機能を強化し、新技術の開発と現場への導入を推進

・京都ならではのブランド力を高め、水産物の価値を向上

・次世代の水産業を担う人材を育成し、産業の持続的な発展を支える

主な取組

・高水温に強いトリガイの開発など、養殖業の安定生産に向けた技術開発

・アサリなど新たな二枚貝養殖の導入による生産品目の多様化

・海洋環境の変化に対応するため、陸上養殖などで漁業を多様化

・舞鶴漁港の機能強化と市場の高度衛生化による流通力向上

・クロマグロ、寒ブリ、ズワイガニなどの認知度向上によるブランド化

・海の民学舎などを活用した経営力・技術力を備えた人材育成

基本方針②

◎生産性向上・高付加価値化による水産業の成長産業化



取組の方向性

・漁村や漁港の魅力を活かした海業を展開し、地域の賑わいを創出

・漁業者だけでなく、多様な人材を確保し、漁村文化を継承

・京都の漁村文化や魚食文化を活かした地域の魅力発信と京都の漁業ファンづくり

主な取組

・漁業体験やブルーツーリズムなど、海業コンテンツの充実

・移住・定住促進による漁村コミュニティの維持・活性化

・女性や若者など多様な人材の参画促進

・海業や漁業体験を通した交流人口の拡大

・海の京都ＤＭＯとの連携やＳＮＳによる情報発信

基本方針③

◎地域資源を活用した産業の創出による漁村の活性化



海洋センター
水産事務所
水産振興事業団

海洋データやデジタル技術の活用による技術革新（海洋ＤＸ）を進める研究開発拠点を府北部地域に形成し、

漁業、養殖業等の持続性を高めるとともに、新たな海洋関連産業の創出による地域振興を図る。

海洋データ研究所(仮)
データ連携・オープン化
（観測・管理）

海洋データ研究所(仮)
府研究機関を機能強化

多様な技術革新、人材育成多様な海洋関連事業者

海洋関連産業の創出・集積
（サステナブルパーク構想）

事業連携

産 業

環境

文化
・観光

高校・大学 国 民間
などなど

北部地域振興の拠点となる海洋データ活用プラットフォーム (仮称)の構築

活用 活用

海洋ＤＸ推進のための産学公共同研究・プロジェクトの創出

活用

プラットフォーム
でマッチング

持続可能な水産業の振興
（AI,ICTなど先端技術活用）

漁獲量予測、資源管理、
省エネ操業、高付加価値活用

事業連携

海洋データプラットフォーム（仮）

【新】研究開発拠点

オープンイノベーション

京都の強み 京都の強み

海洋データの提供
新たなデータの蓄積

実証フィールドの提供
研究ノウハウの提供

水産研究・教育機構
東京大学、京都大学 等

国・大学等研究機関

プラットフォーム参画企業等

多様な海洋関連事業者
・漁業者

・サステナブルパーク入居企業

・民間企業

・観光事業者

・国・大学等研究機関

・地元高校 など

水温・潮流・クロロフィル濃度など

場所・海面いけす・養殖水槽など

オープンイノベーションによる

海洋ＤＸ推進のための産学公
共同研究・プロジェクトの創出

海洋データ活用
プラットフォーム（仮称）

• 漁獲量予測、資源管理、省エネ操業、高付加価値など漁業の
持続化技術の開発

• スマート技術の開発と実装

• 藻類の生育条件・炭素固定能力などブルーカーボンに適した海
域の設定・実施

• 海洋プラスチック回収に適した海域の調査

• 海域の自然条件・環境特性・時期に合わせたブルーツーリズム
の開発と実施

• 海域データを活用したクルージングの安全性向上

研究

開発

成果

(想

定)

新たな
海洋関連産業の創出
による地域の振興

連携

※京都フードテック研究連絡会議や
京都食ビジネスプラットフォームと連携



海を守り、海を活かし、

海から新たな価値を生み出す京都を目指します
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